34　年俸制に関する規定
第１条（目　的）

１．この規程は、就業規則第○○条の規定に基づき、株式会社○○○○（以下「会社」という。）の年俸制に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

第２条（対象者）

１．この規程に基づく年俸制の適用対象者（以下「年俸制対象者」という。）は、次に掲げる者とする。

(1)　資格等級○級以上の者

(2)　執行役員

第３条（年俸の体系）

１．年俸の体系は原則として次のとおりとし、年俸額を12等分して毎月支給する。

年俸　　　　　　　　基本年俸

役職年俸

定額割増手当

２．年俸制対象者には、賞与は支給しない。

第４条（基本年俸）

１．基本年俸は、年俸制対象者の職務遂行能力、職務内容、経験、勤務成績及び業績貢献度等を評価して決定するものとし、その内容は年俸制適用者との合意に基づき個別に決定する。

第５条（役職年俸）

１．役職年俸は、年俸対象者に発令された役職毎に、別表１（略）に定める額とする。

第６条（定額割増手当）

１．定額割増手当は、その全額を労働基準法第37 条に定める割増賃金として支払うものとし、その内容は年俸制対象者との合意に基づき個別に決定する。

２．毎月の時間外労働、休日労働及び深夜労働が前項により決定した内容を超えた場合には、その超過分を別途支給する。

第７条（対象期間）

１．年俸の対象期間は、毎年４月１日から翌年３月31日までの１年間とする。

第８条（改　定）

１．年俸は、年俸制対象者との合意に基づき毎年４月１日に改定する。

２．前項の規定にかかわらず、対象期間の途中において、人事異動等により年俸制対象者の役職が変更となった場合には、役職年俸を改定することがある。

第９条（支払日）

１．年俸は、給与規程第○条に定める支払日に支給する。

第10条（支払方法）

１．年俸は、原則として通貨でその全額を支払う。

２．前項の規定にかかわらず、年俸対象者が希望する場合は、年俸対象者の指定する金融機関口座へ振込により支払うことができる。

第11条（控除）

１．前条第１項の規定にかかわらず、支給に際し、給与規程第○条に掲げるものを控除する。

第12条（不就労控除）

１．年俸制対象者（管理監督者を除く）が欠勤、遅刻又は早退等により就労しなかった期間については、以下の計算式による日割額又は時間額を控除して支給する。

日割額　＝（基本年俸＋役職年俸）÷月平均所定労働日数

時間割額＝日割額÷１日の所定労働時間

第13条（退職・休職時の取扱い）

１．年俸制対象者が対象期間の途中で退職又は休職したときは、退職日及び休職開始日以降の年俸は支給しない。

２．年俸制対象者が月の途中で入社、退職、休職又は復職した場合は、前条の規定に基づき該当月の所定労働日数を基準として日割計算し支給する。

第14条（その他）

１．この規程に定めのない事項については、給与規程の定めを準用する。

附　則

この規程は平成◯年○月○日より施行する。
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